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我が国における核融合研究開発の推進
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１．我が国及び世界の核融合研究



原子力分野の研究開発の重要性
 ＜エネルギー安全保障の観点＞

主要国のエネルギー輸入依存度

世界における一次エネルギー需要の見通し

出典：IEA/WORLD ENERGY OUTLOOK 2006 

我が国のエネルギー輸入依存度は９６％

世界のエネルギー需要は増加の一途



原油スポット価格の推移
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2008.5月末スポット価格

 

: 60.00 US$/lb）

近年の原油価格の急激な変動

欧米諸国での原子力への回帰、
BRICs諸国等における原子力への

 期待
→ウラン価格の上昇

出典：エネルギー白書２００８

ウラン・スポット価格の推移

出典：

 

IMF Primary Commodity Prices

US$/lb 
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原子力分野の研究開発の重要性
 ＜エネルギー安全保障の観点＞
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第一次石油ショック
（1973年10月）

スリーマイル事故
（1979年3月）

7.1米ドル／ポンドＵ３Ｏ８
（2000年11月～12月）

136 .0米ドル／ポンドＵ３Ｏ８
（最高値）（2007年6月下旬）

75.0米ドル／ポンドＵ３Ｏ８
（2007年9月24日～10月14日）

93.０米ドル／｣ポンドＵ３Ｏ８
（2007年11月19日～12月4日）

71.0米ドル／ポンドＵ３Ｏ８
（2008年4月1日）



原子力分野の研究開発の重要性
 ＜地球温暖化対策の観点＞

世界の年平均地上気温の平年差の経年変化（１８９１～２００５年）

日本の年平均地上気温の平年差の経年変化（１８９８～２００５年）



出典：環境省作成資料

原子力分野の研究開発の重要性
 ＜地球温暖化対策の観点＞



豊富な資源豊富な資源 高い環境保全性高い環境保全性 固有の安全性固有の安全性

燃料資源の枯渇の恐れがない

・燃料資源が海中に豊富に存在

・少量の燃料から膨大なエネルギーを

取得可能

核融合反応は暴走しない
燃料供給を止めれば、自動的に反応が停止

（家庭用ガスコンロと同じ）
※出典：核融合科学研究所

発電過程において二酸化炭素の排出ゼロ

高レベル放射性廃棄物が出ない
※出典：核融合科学研究所

※出典：原子力委員会

【概要】

地球全体のエネルギー問題や環境問題を同時

 に解決する核融合エネルギーの研究開発を、長期的

 
な観点から推進していくことが重要。

（科学的実現性） （科学的・技術的実現性） (技術的実証･経済的実現性)

原型炉
・発電実証
・経済性見通し

実用化
段階ITER計画（実験炉）

・燃焼プラズマの達成
・長時間燃焼の実現

 

等

JT-60
・臨界プラズマ

条件の達成

BA活動
・原型炉に向けた技術基盤の構築
・ITER運転シナリオの検討

 

等

その他の要素技術開発等（学術研究等）

+
+

+

+

重水素

中性子

ヘリ ウム

ト リ チ ウム

核融合

【核融合エネルギーの特徴】

【核融合エネルギーの原理】

軽い原子核同士

 
（重水素・三重水素）

 
が融合して別の原子

 
核に変わる際に、質

 
量の差がエネルギー

 
となって放出される。 三重水素

核融合研究開発の推進



• 地球上の二酸化炭素濃度を550ppmに維持

• 出典：NEDO/RITE 「地球再生計画」
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なぜ核融合？



実用段階

 
研究段階

軽水炉

（国内の状況）

55基

4,947万kW
（H18末/発電設備容量）

総発電電力量の
約３割

高速増殖炉

ウラン資源の利用
効率を飛躍的に向
上

原型炉「もんじゅ」

2050年頃からの商
業ベースでの導入
を目標

核融合エネルギー

従来の原子力発電
とは全く異なる原理

実験炉「ITER」や
「幅広いアプローチ
活動」により、核融
合の科学的実現性
を実証していく

我が国の原子力エネルギー研究開発の方向性



JT-60 (JA)

TFTR (US)JET (EU)

科学的実現性

技術的実証・経済的実現性

ITER計画

臨界プラズマ条件の達成

・発電実証
・経済性の向上

科学的・技術的実現性

BA 活動

JT-60SA
ITER

(実験炉)

IFMIF

・燃焼プラズマの達成・長時間燃焼の実現
・原型炉に必要な炉工学技術の基礎の形成

原型炉

【主要実験装置】

「2020年代初頭に原型炉段階への移行を行い、速やかに原型炉の建設を進める

 ことができれば、2030年代から連続的な発電、安全性と経済性、運転信頼性の見

 通しを得ることを目的として原型炉による試験研究と改良を進めることが可能とな

 り、今世紀中葉までに実用化の見通しを得ることも視野に入れることが可能と判

 断される。」－「今後の核融合研究開発の推進方策について」（平成17年10月26 
日）－原子力委員会核融合専門部会

核融合エネルギーの段階的研究開発



[今後の核融合研究の在り方]
今後の我が国の核融合研究の在り方について、文部科学省科学技術・

 学術審議会に核融合研究WGを設置し、今後10～20年先を見据えて、学
 術的評価に基づく核融合研究の在り方の方向性について平成15年1月に
 報告書を取りまとめた。

【報告書のポイント】

⇒核融合研究計画の重点化

 トカマク

 
（ＪＴ－６０）

 ヘリカル

 
（ＬＨＤ）

 レーザー

 
（ＧＥＫＫＯ－ⅩⅡ）

 炉工学

⇒共同利用･共同研究の強化

⇒重点化後の人材育成の在り方

ITER

学術

開発

核融合炉実現を目指した研究の階層構造

プラズマ科学

核融合科学核融合炉工学

学術研究基盤

核融合炉

　（　学　術　）

IFMIF

 図１　核融合研究の階層構造 

　（　開　発　） ヘリカル　　レーザー

グランドデザイン

出典：平成15年1月核融合研究WG報告書より

核融合研究の基本方針



○ドーナツ状の磁気のかごをつくり、
その中にプラズマを閉じ込める。

○旧ソビエトで考案され、世界が追
随した方式→現時点で最も進んだ
方式

○プラズマ中に電流を流して、ねじれた
磁場を形成

○左の２つの閉じ込め方式
とは全く違い、燃料をレー
ザーで爆発的に加熱し、そ
の圧力で閉じ込める。

ＪＴ－６０
日本原子力研究開発機構

大型ﾍﾘｶﾙ装置LHD
核融合科学研究所

激光XII号
大阪大学

○トカマク型と同様にドーナツ状
のかごをつくるが、ねじれたコイ
ルを使うのが特徴。

○磁場は外部コイルで形成される
ため、プラズマ中に電流を必要
としない。→経済的な運転が可能

○長時間プラズマ生成が可能

核融合の主な閉じ込め方式について



○原理実証を目指す段階
○当面はFIREX-Ⅰ計画を推進、最終段階（2010年）で評価し、次のステップ

を判断
○欧米では、主に軍事研究で強力に推進するため、国際協力は困難
○磁場閉じ込めと質的に異なる方式

 

→

 

将来の技術的代替性がある
○他分野への応用が広範

磁場閉じ込め方式

レーザー方式

○工学的実証段階
○現段階では最も進展しているとの国際的認識

→ 実験炉ＩＴＥＲ、JT－６０

○工学的実証を目指す段階
○基本部分はトカマクと共通（閉じ込め方式の

部分のみの違い）

○トカマクとは異なる長所

 

→

 

原型炉段階で
（プラズマの安定性）

 

採用される可能性

○我が国独自のアイデアに基づく

トカマク ヘリカル

ITER
LHD（核融合科学研究所）

激光ⅩⅡ号
（大阪大学）

知見を反映

我が国における核融合政策の現状について



我が国の核融合研究開発は、日本原子力研究開発機構、核融合科学研究

 所、大学等の連携・協力により研究開発を実施。特に、トカマク、ヘリカル、

 レーザーについては世界でも有数の装置を有し、世界をリードする成果を輩

 出。

大型トカマク装置 大型ヘリカル装置 レーザー核融合実験装置

ＪＴ－６０（日本原子力研究開発機構） ＬＨＤ（核融合科学研究所） GEKKO-ⅩⅡ（大阪大学）

国内重点化装置



臨界プラズマ試験装置JT-60

★等価核融合エネ

ルギー増倍率

1.25（世界記録）

★5.2億度（世界

記録、ギネス

ブック登録）右図

★世界最高の核融合三重積を実現

★高圧力・高閉じ込めプラズマを28

秒間維持（世界最長）

★高効率定常運転法の確立

★内部輸送障壁、電流ホールの発見

大型ヘリカル装置ＬＨＤ

★入力エネルギー値

 

1.6億ジュール、

 
入力パワー約500kwで54分28秒の放

 
電を達成(世界記録）
★ベータ値

 

4.8％（世界記録）
★1.5億度
★能動的な

周辺プラ
ズマの制
御に成功
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TORE SUPRA（仏）

JT-60（原研）

JET(EU）

HT-7（中）
TRIAM-1M（九大）

LHD

ITER

ATF（米）

LHD(ECH)

レーザー核融合実験装置

★１億度とレーザー核融合中性子

 
10兆個

 

(世界記録)
★固体密度の600倍(600g/cc)の圧

 
縮密度を達成

 

(世界記録)
★先進レーザー核融合方式である

 
高速点火を発案。世界最高出力

 
のペタワットレーザーによりプ

 
ラズマ追加熱を初めて実証

★高速点火原理実証

 

FIREX I期計

 
画を実施中

0

2

4

0 1
中心 表面規格化半径

 

r/a

温
度
（
億
度
）

イオン温度

電子温度

5.2億度

世界をリードする実験成果



九州地区

九州大学

佐賀大学

長崎大学

熊本大学

琉球大学など

全１７機関

中国・四国地区

岡山大学

広島大学

山口大学

徳島大学など

全１４機関

北陸地区

富山大学

金沢大学

福井大学など

全９機関

近畿地区

京都大学

大阪大学

神戸大学など

全１８機関

東海地区

静岡大学

名古屋大学

三重大学

中部大学

自然科学研究機構

核融合科学研究所など

全１８機関

関東・甲信越地区

茨城大学

筑波大学

宇都宮大学

東京大学

東京工業大学

横浜国立大学

総合研究大学院大学

新潟大学

東海大学

日本大学

高エネルギー加速器研究機構

海洋研究開発機構

地球シミュレータセンター

産業技術総合研究所

日本原子力研究開発機構など

全６５機関

北海道地区

北海道大学など

全５機関

JT-60U トカマク型

日本原子力研究開発機構

ガンマ10 ミラー型

筑波大学プラズマ研究センター

Heliotron J ヘリカル型

京都大学エネルギー理工学研究所

激光ⅩⅡ号

 

レーザー型

大阪大学レーザーエネ

ルギー 学研究センター

東北地区

岩手大学

東北大学など

全１１機関

QUEST 球状トカマク型

九州大学応用力学研究所

LHD ヘリカル型

核融合科学研究所

原子分子

プラズマ基礎物理学

プラズマ応用

高温プラズマ物性

周辺プラズマ物理学

プラズマ制御

プラズマ加熱工学

プラズマ計測学

シミュレーション科学

炉工学

炉システム学

ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾏﾃﾘｱﾙ工学

ﾏﾃﾘｱﾙｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ学

放射線工学

超伝導工学

極低温工学

マイクロ波応用

 

など

共同研究分野

2008年度
シャットダウン

JT-60SAへの転換

高速点火
FIREX-I
へ展開

日本の核融合研究



ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画

・日欧米露中韓印 7極による国際プロジェクト

・2007年10月ITER協定発効

米国：

DIII-D, Alcator C-Mod, NSTX,等
欧州：

JET, ASDEX-UG, W7-X, LMJ等, 
中国：EAST 
韓国:K-STAR

世界の核融合研究



DIII-D

JET

JT-60

：超伝導トカマク

：常伝導トカマク

「核融合研究のオリンピック」である

 
IAEA主催国際核融合エネルギー会

 
議において、
欧米をリードするJT-60

HT-7

HL-1M

HL-2A
(西南物理研）

中国

0 1 2 3 4 5
主半径 (m)

EAST
(中国科学院プラズマ物理研）

(西南物理研）
(中国科学院プラズマ物理研）

KSTAR
(基礎科学研)

韓国

0 1 2 3 4 5
主半径 (m)

0 1 2 3 4 5
主半径 (m)

JT-60
（原子力機構）

日本

T-10(クルチャトフ研)

TUMAN-3M(ヨッフェ研)
0 1 2 3 4 5

主半径(m)

FT-2(ヨッフェ研)

T-15M(クルチャトフ研)

GLOBUS-M(ヨッフェ研)

T-15(クルチャトフ研)

T-11M(トリニティ研)

ロシア

DIII-D(GA社)
NSTX
(プリンストン大)

主半径 (m)
0 1 2 3 4 5

米国

Alcator C-MOD
(MIT)

5

ToreSupra
(仏、カダラッシュ研）
TEXTOR(独、ユーリッヒ研)

MAST(英、カラム研)

TCV(スイス、ローザンヌ)

ISTOR(ポルトガル、IST)
FTU(伊、フラスカッティ研)

JET(EU-JET共同体)

1 2 3 4 5

欧州

ASDEX-U
(独、マックスプランク研)

主半径 (m)

SST1 (建設中)

インド

0 1 2 3 4 5
主半径 (m )

(プラズマ研)
JET

ITER

世界のトカマクを先導する高い国際競争力



２．ＩＴＥＲ計画・幅広いアプローチ（ＢＡ）活動



○

 

人類究極のエネルギーである核融合エネルギーの実現を目指して、ＩＴＥＲ計画と幅広いアプローチ活動を

 戦略重点科学技術として推進

ＩＴＥＲ計画

 

：核融合実験炉の建設・運転を通じて、科学的・技術的実現可能性を実証

幅広いアプローチ活動：ＩＴＥＲ計画と並行して補完的に取り組む先進的核融合研究開発

○

 

イーター協定は、２００７年１０月２４日に発効

○

 

幅広いアプローチ協定は、２００７年６月１日に発効

幅広いアプローチ（ＢＡ）活動ＩＴＥＲ計画

○実施極：日、欧

○実施地：青森県六ヶ所村、茨城県那珂市

○総経費：９２０億円を日・欧で折半（2005年5月時点で換算）

○計画：１０年間

○実施プロジェクト

①国際核融合エネルギー研究センター

・原型炉設計・研究開発調整センター

・ＩＴＥＲ遠隔実験センター

・核融合計算機シミュレーションセンター

②国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動

③サテライト・トカマク計画（予備実験等の実施によるITER支援）

○参加極：日、欧、米、露、中、韓、印
※第2回ＩＴＥＲ理事会(H20.6)にて、カザフスタンの加盟について正式に調整さ

 
れることとなった。

○建設地：フランス・カダラッシュ

○総経費：約１兆７千億円（2006年10月末時点で換算）

○核融合熱出力：５０万ＫＷ（発電実証はしない）

○ITER機構長：池田要氏

○日本の分担割合：

建設期：９．１％

運転期：１３％

○計画（予定）：

建設：１０年間

 

運転：２０年間

 

除染：

 

５年間

ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画等の推進



1985年11月

 

米ソ首脳会談で核融合開発研究推進の共同声明

 

ﾚｰｶﾞﾝ・ｺﾞﾙﾊﾞﾁｮﾌ

1992年

 

7月～2001年

 

7月

 

ＩＴＥＲ工学設計活動（日本、欧州、米国、ロシア）
※1999年に米国は工学設計活動から撤退

2001年11月～

 

建設に向けて政府間協議を開始（当初日本、カナダ、欧州、ロシア）

2005年

 

6月28日

 

閣僚級会合

 

サイト地が欧州（仏・ｶﾀﾞﾗｯｼｭ）に決定

2007年10月24日

 

ＩＴＥＲ協定発効、ＩＴＥＲ機構正式発足、
国内機関として日本原子力研究開発機構を指定）

2006年11月21日

 

ＩＴＥＲ協定署名、ＩＴＥＲ協定の暫定適用、第１回暫定理事会（ﾊﾟﾘ）

2007年11月27日

 

第１回ＩＴＥＲ理事会（ｶﾀﾞﾗｯｼｭ）、池田要ＩＴＥＲ機構長就任

2008年

 

6月17,18日

 

第２回ＩＴＥＲ理事会（青森県青森市）

2008年11月19,20日

 

第３回

 

ＩＴＥＲ理事会開催（ｶﾀﾞﾗｯｼｭ）

今後の予定
2009年

 

6月17,18日

 

第４回ＩＴＥＲ理事会（茨城県水戸市）

ＩＴＥＲ計画に関するこれまでの経緯



カダラッシュ

ITERサイト

カダラッシュ
・マルセイユ市（人口120万人）から約70km
・ｴｸｻﾝﾌﾟﾛﾊﾞﾝｽ市（人口15万人）から約40km

ＣＥＡ

 

カダラッシュ原子力研究所

ＩＴＥＲサイト（フランス・カダラッシュ）



ITERサイトの現状

「ITER News Line」（2008年10月6日）より（http://www.iter.org/newsline/issues/52/ITERnewsline.htm）



ダイバータ
核融合で発生するヘリウムや
不純物粒子を排出する装置

超伝導コイル
高温のプラズマを閉じ込めるための
磁場を発生する機器ブランケット遠隔保守機器

ブランットの保守・交換作業
を行う遠隔操作機器

高周波加熱装置
電子レンジの原理で電磁波でプラズマを
加熱する装置

計測装置
プラズマ中のイオンと電子の密度や温度、
不純物、中性子等の分布を測定する機器

ポートプラグ

計測装置をポートに導入するため

 

の中性子遮蔽体を兼ねた構造体レーザー

ミラー

ブランケット
（EU割譲分）
核融合で発生する
中性子を遮蔽し、
熱を取り出す機器

中心ソレノイドコイル（EU割譲分）

中性粒子入射加熱装置（EU割譲分）
高エネルギーの中性粒子をプラズマに入射させて
プラズマを加熱する装置

プラズマの立ち上げ、燃焼、立ち下げの制御に必要な
磁束を発生する超伝導コイル

トリチウムプラント設備（EU割譲分）
燃料であるトリチウムの分離回収、精製、処理
及びプラズマへの再注入を行うための設備

マ ニ ピ ュ レ ータ ビ ーク ル

レ ール

ブ ラ ン ケ ッ ト  

モ ジ ュ ール

真空容器

ＩＴＥＲ計画において我が国が分担する装置・機器



※本スケジュールは、ITER機構が2008年6月の第２回ITER理事会で提案したスケジュールに基づくものである。

▼ ▼ ▼ ▼ ▼
初プラズマITER機構設立 建設認可 トカマク組立開始 トカマク組立完了

掘削工事

年 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

サイト造成

トカマク建屋建設

トカマク組立

試験

2007年

 

10月

 

24日
ITER協定発効

超伝導トロイダルコイル

ダイバータ

遠隔保守機器

高周波加熱装置

日本が調達を担当する
主な機器製作のスケジュール

フランス・カダラッシュサイト
のスケジュールトカマク建屋土木工事

ＩＴＥＲ建設スケジュール



ITER機構長

ITER理事会

首席副機構長

副機構長副機構長副機構長

科学技術諮問委員会運営諮問委員会

企業企業 産業界、大学、国内研究機関／関係機関産業界、大学、国内研究機関／関係機関

国内機関（原子力機構を予定）

機構職員と
滞在研究者の派遣

物納機器
の調達

納入 派遣

納入

仕様

発注

副機構長副機構長副機構長

（トカマク担当） （エンジニアリング担当）（制御・加熱電流駆動・計測担当）（官房担当） （安全担当） （核融合科学技術担当）
ゲリー・

ジョンソン氏（米）

ヨン・ハン・

キム氏（韓）

ディラジ・

ボラ氏（印）

ワン・

シャオキ氏（中）

カルロス・

アルハンドレ氏（欧）

ヴァレイ・

チアノフ氏（露）

池田

 

要氏（日）

ノルベルト・ホルトカンプ氏（欧）

ＩＴＥＲ建設段階の実施体制



ＩＴＥＲ計画・BA活動における国内連携体制について

ＢＡ運営委員会

ＢＡ各事業長

事業計画等の提案

承認

委員派遣

【日本政府】

文部科学省

原子力委員会
核融合専門部会

文部科学省
科学技術・学術審議会
核融合研究作業部会

助言等

報告

ＪＡＥＡ

意見

検討依頼

意見

【核融合ｴﾈﾙｷﾞｰﾌｫｰﾗﾑ】（国内意見の集約）

運
営
会
議

ITER･BA技術推進委員会

調整
委員会

各専門クラスター

ITER・BAの研究活動に関する国内意見の集約

ITER・BAの国内連携協力の推進・調整

協議

【日本国内】

各委員会・専門部会

意見

意見

意見
ﾌｫｰﾗﾑ会員の提案に基づき設置

検討依頼
意見

意見

助言等

報告

（MEXT、MOFA、

 
JAEA、大学等）

ＩＴＥＲ国内機関

ＢＡ実施機関
ＩＴＥＲ機構長

ＩＴＥＲ理事会
運営諮問委員会

科学技術諮問委員会

 

等

各事業委員会

必
要
な
措
置
の
実
施

報
告
等

学
術
界
・
産
業
界

必
要
な
措
置
の
指
示



計測制御・加熱担当DDG（印）プラント担当DDG(韓）トカマク担当DDG（米）

ITER理事会

科学技術諮問委員会運営諮問委員会

機構長オフィス（日）
機構長（日）

首席DDG(EU)

事業オフィス（日）

安全担当DDG(EU)

管理担当DDG（中）

土木・サイト担当

科学技術担当DDG(露)

フィールドチーム

国内機関

ＩＴＥＲ機構の運営体制



○

 

ITER機構の体制整備
ITER機構専門職員217名中、我が国からは池田機構長をはじめ20名の人員を派遣

 

（2008年10月末

 
現在）

○

 

フランス・カダラッシュ建設サイトを着実に整備中、ITER機構本部ビルの開所

○ 各極とITER機構による機器調達に係る取決めを順次締結
日本は、他国に先駆け、2007年11月に超伝導コイルの調達取決め（JAEA-ITER機構）を締結し、製

 
作を開始。また、2008年11月には、トロイダル磁場コイル巻線及び構造物の調達取決めを締結。

○ 第３回ITER理事会（2008年11月）にて
①ITER機構と各極国内機関の連携強化によるコストの合理化や

運営の効率化について了解。

②各種専門家会合（輸出管理、知的財産等）からの報告を聴取。

◎ITER協定の発効（平成19年10月）後、国際的合意で定められたスケジュールに基づき、計画を着実に推進。

ITER計画

ＩＴＥＲ計画の実施状況

(←)2008年11月

 

ITER本部ビル開所 2008年11月 第3回ITER理事会

http://www.iter.org/press_release/2008_11/iter_building.jpg
http://www.iter.org/press_release/2008_11/iter_council.jpg


核融合エネルギーの実現に向けた

 
「幅広いアプローチ（ＢＡ）活動」

【目的】
ITER及び原型炉に関する重要な物理的課

 
題の検討。

【概要】
JAEAが所有する臨界プラズマ試験装置

 
JT-60の超伝導化改修を行うことにより、以

 
下を実施。
・ITER運転シナリオの検討・最適化
・ITER改造の事前試験

・原型炉に必要な定常プラズマ運転の長時
間化の研究

・原型炉に必要となる先進プラズマ領域（高
密度・高圧力）の研究

・人材育成

茨城県那珂市

国際核融合材料照射施設の
工学実証・工学設計活動 (IFMIF/EVEDA)

【目的】

原型炉に必要な高強度の新材料の開発を行う国際

 
核融合材料照射施設(IFMIF)の工学設計及び建設判

 
断に必要なデータの取得、構成設備の安定的運転

 
の実証。

【概要】
IFMIFの工学設計及びIFMIFを構成する設備の製

 
作プロセス開発や性能実証を実施。

【目的】

 

原型炉の早期実現を促進するための国際的な核融合研究を先導。

【概要】

 

国内外の研究機関等と連携・交流しながら、以下の３つのタスクを実

 
施。

青森県六ヶ所村

国際核融合エネルギー研究センター
(IFERC)

・原型炉の概念設計及び関連
する開発活動の調整

・原型炉技術に関する研究開
発

原型炉設計・研究開発調整

センター

・ITER、サテライト・トカマクの

遠隔実験（高速ネットワーク
回線で結び、実験条件の提
案、データ収集、解析）

ITER遠隔実験センター

以下に関連するシミュレーショ

 
ンの実施
・ITER、サテライト・トカマク等

の燃焼プラズマ挙動
・原型炉設計、先進材料開発

核融合計算機
シミュレーションセンター

スーパー
コンピュータ

ＩＴＥＲ

サテライト・
トカマク

大学等

海外研究機関

連携・交流 連携・交流

サテライト・トカマク計画

概要

目的

○実施極：日本・欧州（※他の

 

ITER参加極の事業への参加が可能）
○総事業費：約

 

920億円相当を日欧で折半（

 

2005年

 

5月時点の価額換算）

○計画：

 

10年間（※

 

2007年

 

6月

 

1日

 

BA協定発効）
○以下の３つのプロジェクトを実施

核融合エネルギーの早期実現のため、核融合エネルギーの科学的・技術

 
的実現可能性の実証を行うITER計画への支援とともに、実験炉ITERの次

 
の発電実証を行う原型炉に向けた先進的研究開発を実施する。

重陽子 中性子

リチウム流

IFMIFの主要設備

加速器

ﾀｰｹﾞｯﾄ設備

照射設備

（工学実証）
1/3規模のリチウム

 
ループの設計、製

 
作、試験

 

等

（工学実証）
照射設備モックアップ

 
の設計、製作、試験

 
等

（工学実証）
加速器プロトタイプ

 
の設計、製作、試

 
験 等

ITER

（科学的実現性） （科学的・技術的実現性） (技術的実証･経済的実現性)

原型炉
・発電実証
・経済性見通し

実用化
段階ITER計画（実験炉）

・燃焼プラズマの達成
・長時間燃焼の実現

 

等

JT-60
・臨界プラズマ

条件の達成

BA活動
・原型炉に向けた技術基盤の構築
・ITER運転シナリオの検討

 

等

JT-60SA



2006年11月22日

 

ＢＡ協定案仮署名（ﾌﾞﾘｭｯｾﾙ）

今後の予定
2009年

 

5月12日

 

第５回ＢＡ運営委員会（青森県六ヶ所村）

2007年

 

2月

 

5日

 

ＢＡ協定署名（東京）

2007年

 

6月

 

1日

 

ＢＡ協定発効、実施機関として日本原子力研究開発機構を指定

2007年

 

6月21日

 

第１回ＢＡ運営委員会（東京）

2007年11月15日

 

第２回ＢＡ運営委員会（ﾊﾞﾙｾﾛﾅ）

2008年

 

5月15日

 

第３回ＢＡ運営委員会（青森県六ヶ所村）

2008年12月10日

 

第４回ＢＡ運営委員会（独、ｶｰﾙｽﾙｰｴ）

幅広いアプローチ（ＢＡ）活動に関するこれまでの経緯と今後の予定



尾駮沼

たかほこぬま

鷹架沼

尾駮沼
日本原燃

再処理工場

鷹架沼

幅広いアプ

 ローチ活動

 六ヶ所サイト

日本原燃
再処理工場

おぶちぬま

六ヶ所村

陸奥湾 太
平
洋

青森県

●三沢空港
●青森空港

幅広いアプローチ（ＢＡ）活動

六ヶ所サイト

●環境科学技術研究所

石油備蓄基地

●JAEA青森研究開発センター

太
平
洋

幅広いアプローチ（ＢＡ）活動六ヶ所サイト（青森県六ヶ所村）



※管理研究棟、中央変電所監視建屋は、平成21年3月完成予定。他の棟は、平成22年3月完成予定。

幅広いアプローチ（ＢＡ）活動六ヶ所サイトの現状と建屋完成予想図

東 南 西

IFMIF/EVEDA開発試験棟

管理研究棟

中央受電所

計算機遠隔実験棟

原型炉R&D棟

完成予想図

現状 （平成２１年１月１６日撮影）



▲2007年6月1日BA協定発効

年 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

国際核融合

 
エネルギー

 
研究セン

 
ター事業

 
(IFERC)

計算機シミュレーション

 
センター

原型炉設計研究開発

 
調整センター

ITER遠隔実験センター

管理研究棟

国際核融合材料照射施設の工学実証

 
及び工学設計活動(IFMIF/EVEDA)

サテライト・トカマク計画事業 JT-60SAの運転

サイト整備、建屋建設

IFMIFプロトタイプ加速器の製作・輸送・据付・運転等

計算機機種選定/ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸｿﾌﾄ選定、調達 計算機の運転

ワークショップ・技術会合 原型炉の概念設計及び研究開発

ｼｽﾃﾑ設計、ITERとの整合性検討

JT-60の改修

サイト整備、建屋建設

サイト整備、建屋建設

サイト整備、建屋建設

技術会合

サイト整備、建屋建設

幅広いアプローチ（ＢＡ）活動のスケジュール



運 営 委 員 会

事業長の任命

各事業の計画の承認

 

等

運 営 委 員 会

事業長の任命

各事業の計画の承認

 

等

原子力機構Fusion for 
Energy

欧州実施機関 日本実施機関

国際核融合

 
材料照射施設

 
工学設計活動

 
（IFMIF-EVEDA）

事業チーム

事業委員会

国際核融合
エネルギー

 
研究センター

 
（IFERC）

事業チーム

事業委員会

サテライト・
トカマク計画

 
（STP）

事業チーム

物納貢献

 現金貢献

 人員貢献

物納貢献

 現金貢献

 人員貢献

監査

事業委員会

研究活動には、日本国内とＩＴＥＲ参加極から幅広く参加を求める。

幅広いアプローチ協定（日欧）

協力期間：10年

事業規模：920億円（日欧で半分ずつ分担）

事業長
パスカル・ギャラン氏

事業長
荒木政則氏

事業長
石田真一氏

幅広いアプローチ（ＢＡ）活動の実施体制



◎BA協定の発効(平成19年6月）後、国際的合意で定められたスケジュールに基づき、計画を着実に推進。

○国際核融合エネルギー研究センター（IFERC）
・

 

原型炉設計検討等、予備的R&Dを推進

・

 

核融合計算機シミュレーションセンターに導入する高性能計算機の
機種選定のための技術仕様の検討を推進

○国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計（IFMIF/EVEDA)
・

 

超伝導加速器の採用を決定
・

 

各設備の設計・製作に関する予備的R&Dを推進

・

 

我が国が担当する機器の調達を推進

○サテライト・トカマク計画
・

 

設計報告書を完成
・

 

真空容器等、我が国が担当する機器の調達を推進

○六ヶ所サイトの整備を推進
管理研究棟は平成21年3月完成、
その他の研究棟は平成21年度末に完成予定

○他のＩＴＥＲ加盟極のＢＡ事業への参加ガイドラインを決定、
ITER理事会や二国間・多国間核融合協力の会合において参加を要請

BA活動

幅広いアプローチ（ＢＡ）活動の実施状況

2008年6月第2回ITER理事会後のBAサイトツアー

（他極にBA事業への参加を呼びかけ）



• 生活支援要員の配置

• 国際交流ラウンジの開設、日本語教室の開催、各種生活情報の提供

• 大家族研究者用村営住宅の建設

• 国際学校の開設

国際交流ラウンジ

国際学校（京都ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｽｸｰﾙ青森ｷｬﾝﾊﾟｽ）

青森県、六ヶ所村の外国人研究者への滞在支援

－青森県、六ヶ所村からの協力－



３．核融合関連予算の概要



ＩＴＥＲ計画
・ITER機構の分担金

・ITER機器製作や試験、国内機関の活動、人員派遣等

５１億円（４７億円）
１３億円（１３億円）

３８億円（３３億円）

幅広いアプローチ活動
・国際核融合エネルギー研究センター（青森）

・国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動

（青森）

・サテライト・トカマク計画（茨城）

６０億円（５６億円）
２２億円（２８億円）

１８億円（１１億円）

２０億円（１７億円）

総額 １１１億円（１０３億円）
※四捨五入の関係で、合計が合わない場合がある。

※（

 

）内は、前年度予算額。

【ITER計画・BA活動関連】

【上記以外】（いずれも運営費交付金等において実施）

・日本原子力研究開発機構

 
（臨界プラズマ試験装置JT-60の解体・改修）

・核融合科学研究所

 
（大型ヘリカル装置による研究等）

・大阪大学

 
（レーザー方式による研究）

・その他、大学等における基礎研究

平成２１年度核融合関連政府予算案



ご静聴有り難うございました。
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